
 
 

 
1. 緒言 

  
100MeVから 500MeVの高エネルギー中性子を測

定したデータは原子力分野、重イオンガン治療、

宇宙船内での被爆評価、施設の遮蔽設計において

重要である。特に、高レベル放射性廃棄物を核変

換する加速器未臨界システム（Accelerator 

Driven System、以下 ADS と記す）においては臨

界を維持するために精度の良い高エネルギー中

性子核データが要求される。しかしながら、この

ように高いエネルギーの中性子は透過力が大き

く、検出効率が 1[%]以下のものしかない。そこ

で、当研究室では、平成１６年度から検出効率

10[%]程度の高エネルギー中性子検出器の開発を

試みている。前年度までは反跳陽子を測定する方

法を採用し、反跳角を測定するためにメタンから

出るシンチレーション光が必要であった。しかし

ながら、今回考案した測定原理を用いれば、シン

チレーション光が必須では無くなり、新しい材料

を検討してみることにした。 

そこで、本研究では大きな検出効率をもつ高エ

ネルギー中性子検出器として常温で液体のテト

ラメチルシラン( (CH3)4Si、以下 TMS と略す)が有

用と考え、その実現可能性について、検討を行う

こととした。 

 

２．一次元反跳陽子法 
  

メタンを用いた従来の反跳陽子法では時間投

影型比例計数管を用いて、３次元位置情報と電荷

情報からそれぞれ散乱角θと反跳陽子 Ep のエネ

ルギーを求め、以下の式から中性子のエネルギー

Enを決定する。 
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今回考えた一次元反跳陽子法を図１に示す。角

度θの情報を 1 次元で取得する方法である。まず

１次元検出器から計測した入射軸方向の軸投影

長 L’を元に以下の式より中性子のエネルギー

に変換する手法である。次にＬを求める際には１

次元検出器のアノードで読みとった電離電子の

電荷量から求める。この回路から電離電子 e-が

アノードワイヤに当たった時の信号を読み取る

ことができる。読みとった信号からL’がわかる。

また電離電子の全電荷量を Qと置くと、Ｑと電圧

Ｖの関係は以下の式で表される。 
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このときの最大電圧 Vmax は以下の式で表され
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る。 

fC
QV =max ・・・・(3) 

これを Analog to Digital Converter(ADC)で 

Vmaxを記録する。したがって Q より Vmaxが計算に

よって求められる。つぎに Vと陽子のエネルギー

Eｐの関係は以下のように比例関係にあると推測

できる。 

pEV ∝ ・・・・(4) 

この式から V より Eｐは計算によって求められ

ると考えられる。 また飛程 Lと陽子のエネルギ

ーEｐは比例関係と考えられるので Eｐより L も計

算によって求められると考えられる。 

 

      
L
L'cos =θ ・・・・(5) 

 

 

３．TMS 
反跳陽子ターゲット媒質を比較した表を表１

に示す。TMS は常温で液体であるため、メタンの

ように液体窒素以下まで冷却するシステムが不

要である。水素の数密度が大きく、中性子と弾性

散乱される確率は高い。また、シリコン原子が含

まれているあるため、密度が大きく反跳陽子を停

止させるまでの距離（飛程）が小さい。このため、

検出器をコンパクトにできる可能性を持つ。 
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図１．一次元反跳陽子法
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表１．反跳陽子ターゲット媒質の比較 

分子 
水素の数密度

×1022[n/cm3]

飛程［ｍ］ for 

500MeV 陽子 
液相温度［度］

水素(H2) 4.2 8 -223～-217 

メタン(CH4) 5.1 1.6 -147～-117 

TMS(CH3)Si 5.3 0.8 -99～27 

 

 

４．陽子の飛程 
  

ベーテ・ブロッホの式で各媒質中での陽子の飛

程を求めた。計算は液体水素、液体メタン、テト

ラメチルシランについて0.1[mm]のメッシュ幅刻

みで行った。計算した結果を図２に示す。500MeV

の中性子が検出器に入射した場合、式(1)から反

跳陽子の散乱角度と飛程の関係を計算したのが

図３である。反跳陽子を検出器内で停止させるた

めには 0度方向に 0.88[m]、90 度方向に 0.32[m]

必要になる。 

 

図２．陽子の飛程とエネルギーの関係 
 

 

図３． 500MeV 中性子に対する陽子の散乱角と 

飛程の関係 

THE BULLETIN OF TAKUMA NATIONAL COLLEGE OF TECHNOLOGY No.33 (2005) 

12 
58



 
 

 

５．水素の非弾性散乱断面積 
   

反跳陽子法は水素が弾性散乱されることを想

定している。そのため、非弾性散乱の影響が検出

エネルギーの上限になると考えた。Chiba ら 1)が

高エネルギー中性子に対する弾性散乱断面積σe

と非弾性散乱断面積σne について測定した結果

を図４に示す。水素は単原子であるが、500MeV

程度の中性子が衝突すると、陽子自身が変形し、

振動を起こしていることがわかる。弾性散乱の断

面積から平均自由行程を求め、検出効率を 10[%]

程度と考え、入射中性子のうち 10[%]が１度は弾

性散乱するまでの距離を計算したものを図５に

示す。500MeV の中性子に対し、62[cm]程度の入

射軸方向の大きさが必要となることがわかる。 

 

 

図 4. 中性子入射に対する陽子の散乱断面積 
 

 
図 5．中性子が 10[%]弾性散乱するまでの距離 

 

 

６．まとめ 
   

これまでは、メタンから発生するシンチレーシ

ョン光をもとに３次元の飛跡を求め、散乱角を解

析する方法を考えていた。今回考案した一次元反

跳陽子法を用いれば、１次元検出器のみで構成で

き、シンチレーション光を必要としない。ＴＭＳ

は常温で液体、水素の数密度が大きいとう利点を

持つ。本研究ではさらに TMS の断面積のデータか

ら検出器の見積もりを行った。検出器のサイズは

500MeV の中性子に対して 10[%]程度の検出効率

を持たせると想定した場合、軸方向に衝突までに

必要な長さが 0.6[m]、反跳陽子に変換されてか

ら 0.9[m]が必要になる。またこのとき動経方向

に 0.3[m]必要になることが想定されることがわ

かった。しかしながら、高エネルギー中性子の衝

突で起こりうるカスケード散乱の影響が考慮さ

れておらず、大きな不定性を持つ。また、電離電

子をドリフトさせる技術についても未確認であ

る。今後、この点に焦点を絞り、研究を行ってい

く予定である。 
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